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【論文要旨】
本稿では，高度経済成長期以降の郊外化を推し進めた要因の一つである住宅に着目して，地理学
における日本，特に地方都市での住宅地の立地と開発プロセスに関する研究のレビューを行った。
高度経済成長期以降，郊外で大規模住宅地開発が盛んに行われた時代を反映して，地理学では民
間企業による住宅地開発に関する研究が多くなされた。千葉の一連の研究によると，地方都市では
市場の小ささから，大手資本の参入が大都市に比べて少なく，適切な市街地拡大のための公的主体
による開発が大きな割合を占めていた。バブル崩壊後では，大規模住宅地開発に代わってマンショ
ンに関する研究が増加した。地方都市におけるマンション研究は，居住者や中心市街地活性化に寄
り添った研究が多い。
地方都市は人口減少，都市縮減の時代を迎えている。このような時代の都市問題を考える際に
は，地方都市における住宅地開発の展開過程を明らかにする必要があるだろう。
【キーワード】 住宅地の立地，住宅地の開発プロセス，大規模住宅地開発，マンション開発，地方
都市
. はじめに
 問題の所在と本稿の目的
高度経済成長期以降日本の都市は，業務・商業機能の都心部への集中に伴い，都市部の人口が増
加し，農地や山林であった郊外に大規模住宅地が造成され，外縁部に大きく広がった。このような
都市の外延的拡大は，他にも工場の郊外化やロードサイド型店舗の立地など，都市構造の変化をも
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1 近年，中澤（2006）など，住宅政策を取り上げた研究も登場するようになった。
たらした一方，学校や公共施設の不足や通勤者の通勤時間の延長など様々な都市問題を引き起こし
た。また，地方都市ではモータリゼーションの進展と相まって，行政・業務・商業機能の郊外化に
よる中心市街地の衰退という問題も生じている。都市構造の変化の要因を明らかにすることや，郊
外化に伴う都市問題の解決の糸口を探すには，都市の外延的拡大に重要な役割を担った住宅地開発
に着目する必要がある。
これまでの郊外化は都市への人口流入によって引き起こされた。しかし，現在日本の人口は東京
への一極集中が進み，一方地方都市では人口が減少し始めている。国立社会保障・人口問題研究所
による「日本の将来推計人口」では，日本全国で著しい人口減少と少子高齢化が予測されており，
「消滅可能性都市」という言葉が流行するなど，地方での人口減少に世間の関心が向けられるよう
になった。このような状況の中で，地方都市は都市構造や人口減少への対策を考え直すことを迫ら
れており，移住政策やコンパクトシティ構想など様々な政策を行っている。既存の都市構造の変化
に大きな影響を与えた住宅地開発の展開過程を明らかにすることは，現在直面している都市問題へ
取り組む場合や，これからの都市構造の在り方を検討する場合に必要となってくるだろう。本論文
では，地理学における住宅地の立地と開発プロセスに関する研究がどのような視点で行われてきた
か，また何を明らかにしたかをレビューし，今後の地方都市における住まい方を考える際に有効な
視点を検討する。
 地理学における住宅地研究
地理学における住宅地研究は主に都市地理学の分野で盛んに行われており，由井（1999）によ
ると，木内（1941）の「都市密集住宅地区の地理学的研究序論―特に東京市に於ける分布に就い
て―」がその嚆矢である。その後，都市の居住地域構造へのアプローチという形で住宅地研究が盛
んになり，1970年代以降には住宅地の分布のみならず，住宅地の開発プロセスや住民の社会的属
性，居住地選択に関する研究が登場し，近年ではマンションをはじめとする都心居住にまで研究範
囲が広がっている。
由井（1999）は地理学における住宅地研究を「ハウジング研究」という言葉で表現おり，「ハウ
ジング研究」を住宅供給に関する研究と，居住者やそれを取り巻く環境にかかわる諸現象を研究対
象とするものの 2 つに分類している。香川（1993）は上記の 2 点に加えて，住宅政策に関する研
究，住宅の構造や建て方に関する研究も住宅地研究に含まれるとしているものの，住宅政策に関す
る研究1 と住宅の構造に関する研究は少ない。つまり，日本の地理学における住宅地研究は，供給
に関する研究と居住者に関する研究に偏っており，したがって本稿は住宅地の立地や供給に関する
研究に絞って動向を解明していく。
地理学における住宅地の立地や開発に関する研究は1970年代後半以降から盛んになった。1970
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・80年代の研究は，都市郊外に大規模住宅地が相次いで建設された時代を反映して，戸建て住宅
を主とした大規模住宅地開発を対象としたものが多い。その後価格や通勤時間の制約から戸建て住
宅の取得が困難になると，都市型住宅としてマンションの存在感が増し（松原 1985），1980年代
からマンションの立地・開発に関する研究が登場するようになった。そして2000年以降は都心居
住や中心市街地活性化の鍵としてマンション開発に関する研究に注目が集まり，研究も多様化し
た。以下では，地理学における住宅地の立地や開発プロセスに関する研究を年代別に概観していく。
. ・年代の大規模住宅地に関する研究－大規模住宅地開発における企業の行動
様式
地理学では，1970年代から住宅地開発に関する研究が盛んになり，それらは主に大規模住宅地
開発を対象としていた。そのころの住宅地は，開発面積 1 ha 以上を「集団住宅地」（藤田 1972，
1973）や「住宅団地」（由井 1984），開発面積 20 ha 以上を「大規模住宅地」（千葉 1994，鈴木
1982）としているため，本稿では 1 ha 以上を住宅地，20 ha 以上を大規模住宅地と称することに
する。
大規模住宅地の開発に関する研究は大きく 2 つに区分できる。1 つ目は立地に関する研究を行っ
たものである。松原（1982a）は，大手不動産資本に着目して全国的な大規模住宅地の分布を示し，
都市圏ごとの特徴を明らかにしている。しかしこのような全国規模の研究は少なく，ほとんどの研
究が 1 都市（圏）または特定の企業に着目したものである。2 つ目は開発プロセスを研究したもの
である。戸辺ほか（1975）は，K 電鉄の住宅地開発戦略を土地取得から分譲に至るまで明らかに
し，松原（1982b）は，東急による多摩田園都市開発で使われた土地区画整理事業の実態を明らか
にした。これらは 1 企業の開発戦略について研究したものであるが，千葉の一連の研究（千葉
1994，1997，1998，2000）は，様々な地方都市の大規模住宅地開発を対象にして，都市の規模や
特徴によって開発主体や開発手法に違いがあること，地方都市の住宅地開発も全国的な不動産資本
の動向や社会状況の影響を受けることを明らかにした。以下では，主に1970・80年代の研究成果
によって明らかにされた住宅地開発プロセスの特徴をまとめていく。
松原（1982a）は，大規模住宅地開発が都市形成のあり方や都市問題に深く関わっているとして，
1960年代以降様々な系列の資本が都市開発に参入したことに着目し，大都市圏での大規模宅地開
発が不動産資本の動向を反映したものであることを明らかにした。これによると，1960年代の住
宅供給量の増加は，首都圏をはじめとする大都市圏における公的団地供給によるものが大きかった。
1960年代後半から1970年代前半になると，政府の持ち家政策の推進や，高度経済成長期の国民の
所得の伸びを背景にした民間開発が増加し，全国の宅地供給量は急速に増加した。このころの民間
企業による大規模開発は，沿線への人口定着を図る私鉄資本によるものが主であった（鈴木 1982）。
1960年代後半以降になると，不動産企業の大規模住宅地開発が本格化するようになり，住宅地
開発の主体は公的主体から民間企業や土地区画整理事業に移行した。民間企業による宅地開発に
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は，利益を上げるための行動様式が存在し，千葉（1994）はそれらを◯安価で大量な土地購入，
◯造成・開発プロセスにおける諸経費の圧縮，◯諸施設の整備と利用に関する問題の解消，◯販売
プロセスにおける最大利潤の実現の 4 つに分類した。
◯安価で大量な土地購入は，都市外縁部で農地や林地として利用されている安価な土地を購入す
ることである。しかし，大量に安価な土地を手に入れることは容易ではないため，資金力のある企
業は一括して土地を購入することを優先し，素地価格より高い金額で購入するケースもある（戸辺
ほか 1975）。◯造成・開発プロセスにおける諸経費の圧縮は，開発地の状況に左右される。宅地
造成の際に大規模な土木工事を必要とする地形では，造成費用が割高になるため，開発対象地から
除外される傾向にある。例えば鹿児島市では，シラス台地上での大規模宅地開発は公的主体による
ものが多く，民間によるものは少ないという（千葉 1997）。 また，既存の土地利用によっては
手続きが困難であり，開発の長期化という不利益をもたらすことから敬遠される傾向にある。◯諸
施設の整備と利用に関する問題の解消は，費用負担にしかならない公共施設を極力開発地内に作ら
ず，隣接する施設に依存し，開発地内には地価を高められるよう計画的に住宅を配置するという行
動様式を意味する（千葉 1994）。◯販売プロセスにおける最大利潤の実現では，住宅地化後の地
価上昇を狙った売り惜しみや，分譲よりもさらに利益の得られる建売販売へと販売方法を転換する
といった販売戦略が指摘されている（戸辺ほか 1975，鈴木 1982）。
また，民間企業による開発と共に供給量を増やしたものに組合施工の土地区画整理事業がある。
松原（1982b）は東急による土地区画整理事業を取り上げ，その特徴は「一括代行方式」と呼ばれ
る，事業資金の提供や組合の行う業務を全て代行する代わりに保留地を一括して東急が取得できる
ようにする手法であることを指摘した。「一括代行方式」を採用することで，保留地と買収した土
地を合わせて大規模な開発が行えるようになり，多くのの企業がこの方式を用いた。
. ・年代の研究―マンション研究の隆盛と地方都市における大規模住宅地開発
に関する研究の登場
日本の共同住宅は同潤会アパートに始まるとされるが，民間企業によるマンションの分譲が始ま
ったのは1950年代後半に入ってからである。当初は高所得者を中心としたデラックスマンション
が中心であったが，1970年代半ばからマンションの大衆化が進み，供給量も増加し，1980年代以
降マンション開発に関する研究が増加した。一方，大規模住宅地開発に関する研究は，これまで三
大都市圏や地方中枢都市におけるものが主流であったが，1990年代になると，地方都市の大規模
宅地開発に関する千葉の一連の研究（千葉 1994，1997，1998，2000）が登場した。本章では，
マンション研究と地方都市における大規模宅地開発に関する研究について概観する。
 マンション研究の隆盛
松原（1985）によると，マンションの大衆化が始まったとされる1973年以降のマンションの分
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布状況は，首都圏と近畿圏で全体の 4 分の 3 を占めており，地方中枢都市よりも大都市圏のベッ
ドタウンとなる都市での供給量が上回っていた。
当時のマンション供給は大都市に集中していたが，仙台における中高層住宅の分布を検討した楊
井（1975）は，住宅地が外延的拡大をしていた時代に，市街地の高層化に伴う都市の垂直的拡大
のひとつとして中高層住宅を捉えた最初の研究である。楊井によると，仙台における中高層住宅は，
1960年代までは市営住宅や給与住宅の立地が見られる程度であったが，1960年代以降は仙台市の
急速な人口増加に伴い，相当数の中高層住宅が見られるようになった。中高層住宅の立地特性を供
給主体別にみると，市営住宅や給与社宅は，1970年代ごろまでは既成市街地内に立地していたが，
1970年代からは郊外に立地するものが増え，都心に立地するものはほとんどが再開発に伴うもの
であった。一方民間の中高層住宅は，都心や都心周辺に立地し，1970年代からは分譲タイプも増
加した。また，市街地に立地する中高層建築物は，低層階を商業・業務機能，高層階を住宅として
利用する場合が多く，市街地内における土地の高度利用と住宅機能の垂直的拡大が見て取れる。
香川（1984）では，名古屋市を対象に公庫融資の始まった翌年の1973年と1981年の民間集合住
宅の立地を比較している。名古屋市内では1973年当時都心周辺や近郊での供給が多かったが，
1981年には更に都心での立地を指向するようになった。1970年ごろまで賃貸マンションが主流で
あったが，徐々に分譲マンションが増加し，1970年代中ごろからのマンションブームを経て分譲
マンションが増加し，分譲マンションの方がより主要道沿いに立地するようになった。これは，
1970年代後半から盛んになった，マンション等の中高層建造物を建築する際，土地所有者が自己
の土地の一部と建設された建物の一部を交換するシステムである「等価交換システム」により，主
要道沿いの土地が取得しやすくなったことが大きく関与しているとともに，マンション居住が人々
に積極的に受け入れられるようになったとためだという。また，賃貸マンションに比べて分譲マン
ションは，永住を視野に入れた間取りになっていることも指摘されている。
このようにマンション居住が一般化しつつある時代にあって，藤岡（1976）は阪神間のベッド
タウンとして古くから発展してきた芦屋市を対象に，高層建造物の立地が在来の都市に与える影響
を明らかにした。芦屋市では1960年代から邸宅跡地などに高層の共同住宅が立地し，その後技術
の向上から台地や海岸低湿地に建設が進んだ。民間企業によって建設された高層住宅は，「芦屋型
住宅都市」の良好な環境や自然の美しさを借景として立地することで高層住宅の評価を高め，多く
の人口を吸収してきたが，地形改編を伴う高層住宅の立地は，従来の都市景観や立地配置に大きな
影響を及ぼしたことも指摘している。
 地方都市における大規模宅地開発に関する研究
千葉の研究（1994，1997，1998，2000）は，仙台，鹿児島，盛岡，山形それぞれの都市圏を対
象にして，地方都市における住宅地開発のプロセスを解明した極めて示唆に富むものであるため，
以下でそれぞれの研究を詳細に見ていく。
――
先述したように，不動産企業の開発行為における行動原理は◯安価で大量な土地購入，◯造成・
開発プロセスにおける諸経費の圧縮，◯諸施設の整備と利用に関する問題の解消，◯販売プロセス
における最大利潤の実現の 4 つである。しかし，現実の地域には様々な所与となる条件があり，
それにより行動原理は改変・修正されるとし，千葉は所与の一例として民間企業による宅地開発が
盛んになり，公共施設等の整備による財政負担の増加や，急激な人口増加による無秩序な都市の拡
大などを防止するために，行政がそれらの負担を事業者に転化するものとして制定した「宅地開発
指導要綱」を挙げている。要綱による規制は開発業者にとって費用負担となり，要綱の遵守は結果
として，大きな負担に耐えられる資金力のある大企業が開発しやすい状況を作り出した。また，開
発費用の増加は宅地価格の引き上げを招き，販売競争を激化させるため，各業者は開発地の個性化
競争，すなわち住宅地の高付加価値化戦略を展開することとなる。松原（1988）によると，個性
化は1974年以降の低成長期において顕著となり，多くの場合，◯自己負担による開発地内での諸
施設の整備，◯開発地内への諸施設の誘致，◯開発地外の諸施設の利用，の 3 つの手法を組み合
わせて行われる。以下では上記の行動原理を元に，都市圏ごとに大規模宅地開発の展開を見ていく。
千葉（1994）によると，仙台都市圏の大規模住宅地開発は1957年の地元民間企業による開発を
嚆矢とするが，1960年代は宅地造成が容易な丘陵地や山林の多い北部・南部で公的主体による開
発が盛んに行われた。1970年代になると，民間企業による開発が盛んに行われ，特に地方都市圏
での開発に注力する中央民間企業（いわゆる「後発デベロッパー」）の進出が目立った。仙台市に
隣接する泉市は，民間企業による開発の増加伴う公的負担の増大を危惧して1973年に「宅地開発
指導要綱」を制定し，その結果1970年代後半の開発では開発地内の街路整備や公園整備を競う個
性化が起きた。
しかし1980年代になると，政府による民活導入・規制緩和によって土地区画整理事業の活用と
「要綱」の行き過ぎ是正が行われ，個性化戦略にも変化が起きた。規制緩和により区画整理の件数
が増加し，既存の住宅地・市街地に近接する場所で開発が行われるようになった。これにより民間
企業は，自前で諸施設を整備することなく近傍の諸施設の利用を前提に開発できるようになり，個
性化が進めやすくなった。また，「要綱」の行き過ぎ是正は，民間開発業者による費用負担の軽減
をもたらした。
仙台都市圏の大規模住宅地の開発は，開発主体が公的主体から地元民間開発業者，中央民間開発
業者，区画整理組合と移行し，開発対象地は造成技術の発展から陵地の多い北部から市域全体に分
散し，要綱の制定や販売競争の激化から住宅地の個性化が進展した。これまでの大規模住宅地開発
の過程は経済状況や行政による規制など諸条件の変化によって推進されたり停滞したりすることは
あっても，基本的には民間企業の行動原理に従っていることを示している。
鹿児島都市圏における大規模住宅地開発の動きは，基本的に仙台都市圏と同様である（千葉
1997）。しかし鹿児島では，主な開発対象地がシラス台地上に位置しており，宅地造成費が通常以
上にかかることから，当初は公的主体による大規模開発が中心であった。公的主体による開発を通
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じてシラス台地上が整備されると，民間企業による開発が始まった。しかし，鹿児島市は1973年
のオイルショックによる経済成長の鈍化の中で，供給過剰への懸念やシラス台地上での災害防止や
行政の財政負担軽減のために，「6 団地規制」を制定し，造成中あるいは計画中にある 6 つの開発
地を除いて，市街化調整区域内での大規模宅地開発を禁止したため，その後の開発は鹿児島市外で
行われることとなった。また，オイルショック後の民間企業の開発は，費用負担を軽減するため
に，近隣諸施設を利用できる場所を開発し，個性化を図った。このように，鹿児島都市圏では大規
模住宅地形成に対して行政の果たした役割が仙台都市圏に比べて大きく，公的主体が居住環境の整
備を行い，民間開発業者による開発の素地を作りだしたことは，鹿児島都市圏の大きな特徴である。
盛岡都市圏では，公的主体による開発がさらに大きな割合を占めている。盛岡都市圏における宅
地開発の特徴は，◯公的主体が既成市街地の遠隔地で諸施設の建設を伴う市街地形成を行ったこと，
◯その後，民間企業が居住環境の整った既成市街地周辺で規模の小さい開発を行ったこと，◯民間
企業による開発の中でも，比較的規模の大きいものは大手企業が，小さいものは地元企業が行った
こと，◯民間企業が参加した区画整理事業がなかったことの 4 点である。
山形都市圏は，人口規模は盛岡都市圏とそれほど変わらないが，奥羽山脈が迫っていることや，
戦後の人口の伸びが緩やかで住宅需要が少なかったことが特徴である（千葉 2000）。そのため，
民間企業による開発がほとんど行われず，1961年から組合施工の土地区画整理事業によって宅地
造成が行われた。1980年以降は公的主体や民間企による宅地開発も行われるようになったが，地
形上の制約や住宅需要の少なさから，少数にとどまっている。また，これらのほとんどが既成市街
地周辺で行われており，開発規模も小規模にとどまっている。山形都市圏における住宅地開発は区
画整理事業が主流であり，他の都市圏とは異なる様相を示している特殊な事例といえる。
ほかにも，住宅地開発に関する研究には，大分市の郊外住宅地の立地について明らかにした中澤
（2010），広島市の公営住宅の立地を明らかにした由井（1993）などがある。しかしこれらは，居
住者の特性から住宅地開発の地域差を明らかにすることに主眼が置かれ，個々の住宅地開発のプロ
セスには触れていない。また，長谷川（1997）は南海電気鉄道による住宅地開発への行政や地主
などの諸主体のかかわり方を明らかにしており，住宅地開発を研究する際には，多様な主体の活動
に着目する必要があることを示唆している。
以上の研究を踏まえて地方都市における大規模住宅地開発の特徴をまとめると，以下のようにな
る。住宅地開発は高度経済成長期から始まり，当初は公的主体によるものが多かった。しかし，マ
イホーム市場が拡大すると，民間企業による開発も盛んに行われるようになった。地方都市では都
市の規模により，主となる供給主体は異なるが，大手企業，地元企業，公的主体，土地区画整理組
合など様々な主体による開発が行われている。
千葉の一連の研究は大規模開発に着目したものだが，都市圏規模が小さいほど大規模開発が減少
し中小規模の開発が多くなる。小規模開発に着目した研究は，西山（2008，2009）などミニ開発
に関するものが近年みられるが，小規模開発から大規模開発まで網羅的に扱った研究は管見の限り
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存在しない。伊藤（1997）は福島市の開発許可台帳の分析から，福島市内では1000～2000 m2 程
度の中・小規模な開発が多いことを指摘しており，地方都市における住宅地開発の展開を研究する
場合，開発規模を限定せず網羅的に調査する必要がある。
. 年代以降の研究―住宅供給研究の多様化
2000年代以降は，地価下落による都心部でのマンション供給の増加や，人口減少に伴う大規模
住宅地開発の減少などにより，マンションに関する研究の割合が高くなる。そのなかで，マンショ
ンの立地や分譲価格の変化を詳細に分析した研究や，マンションの都心回帰に注目した研究，新し
い形態のコンパクトマンションに注目した研究が見られた。また，ミニ開発や空き家に関する研究
など，新たな視点による研究や近年の都市問題に配慮した研究も登場するようになった。
香川（2004ab，2005）は，三大都市圏の分譲マンションの立地動向を分譲価格や単価の違い
から明らかにしたものである。それによると，バブル経済期以前は住宅地としてのイメージの高い
地域へのマンション供給が多かったが，バブル経済期の直前になると，地価高騰の兆しからマンシ
ョン供給の郊外化が始まり，バブル経済期には，マンションの郊外化が一層進む一方で，都心部で
は分譲価格が 1 億円を超えるいわゆる「億ション」が供給されるだけであった。バブル崩壊後特
に2000年以降，郊外への外延的広がりの限界と地価下落から，三大都市圏を中心にマンションの
「都心回帰」が指摘されるようになった。しかし，近年は利便性の高い都心や都心周辺での地価の
下げ止まりから，都心のマンションではさらなる高層化が起きるようになった。このように，マン
ション供給はバブル経済期の地価上昇とその後の下落の影響を受けて，立地と価格を変動させてき
た。
香川（2007）によると，札幌市都心部のマンション供給は，都心居住という利便性に加えて，
積雪時の交通利便性を確保するために地下鉄駅や市電停留所至近に立地することが多いことが特徴
だという。しかし，バブル崩壊後はこうした地域でのマンション適地が枯渇したことから，地下鉄
駅から離れた場所での立地が増加した。また，都心でのマンション供給は道内資本によるものが多
かったが，バブル経済期ごろからは中央大手企業が参入した。大手企業が資金力を活かして，商業
地区のような高地価・高容積率の地域に大規模な都心立地型マンションを供給する一方で，道内資
本は都心から少し離れた相対的に地価の低い地域に供給するという差がみられた。
地方都市の住宅供給を考える際，香川（2007）が札幌は積雪地域であることを加味して考察し
たように，地域の特性を考慮する必要がある。堀内（2009）は，都市計画法等の規制の厳しい京
都市中心部を対象に，マンション立地の特性を明らかにした。京都市の都心ではマンション供給の
増加を受け2000年以降人口の増加が顕著である。かつては業務機能の卓越する都心であったが，
2000年以降企業所有地の放出で生まれた空き地にマンションが建設された。一方都心周辺のマン
ションは，主要幹線道路沿いの生活利便性の高い地域に立地しており，厳しい制限がかかる中で
も，高度制限や容積率が比較的緩やかな地域にマンションが立地するという。そしてこのようなマ
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2 久保・由井（2011）によると，メジャーセブンは大京，東急不動産，東京建物，野村不動産，三井不動産レ
ジデンシャル，藤和不動産，三菱地所，住友不動産の 8 社であるとされているが，現在メジャーセブンのホ
ームページでは，藤和不動産を除く 7 社となっている。（MAJOR 7 ホームページ http://www.major7.net/
2016年 9 月22日情報取得より）
ンションの立地場所の違いが価格差を生みだし，居住者の属性にも違いをもたらしている。
大塚（2005）は地方中規模都市である豊橋市を対象に，マンション供給と中心市街地居住の実
態を明らかにした。豊橋市におけるマンション供給は中心市街地にまとまった土地がなかったた
め，郊外に立地する賃貸マンションが圧倒的に多かった。しかし2001年以降，中心市街地でまと
まった用地供給があったこと，マンション業者の新規参入があったこと，市街地の再開発事業に行
政の補助金が出るようになったことを反映して，中心市街地やその周辺でのマンション供給が相次
ぎ，まちなか居住を指向する人々が流入した。大塚は，豊橋市のような中規模都市での中心市街地
再生は商業・業務機能のみでは不可能であり，マンションのような住機能による活性化が不可欠で
あるとしている。
久保（2008）は，地方都市の中心市街地に立地するマンションとその居住者に関する研究を行
った。これまでの研究では，都心部を志向するとされていたのは単身世帯や DINKs であるが，水
戸市都心部におけるマンション居住者は，地域特性や血縁関係を重視する世帯が多いということで
ある。この研究はマンションの立地要因に関してはあまり言及していないが，地方都市におけるマ
ンション居住が大都市のそれとは大きく異なることを示唆しており，このことが供給構造の違いに
も反映されることは想像に難くない。
都心居住というライフスタイルが広く一般に受け入れられるようになったのは，マンションの都
心回帰が起きたからともいえ，近年都心居住の観点からマンション供給に関する研究が行われてい
る。中でも久保・由井（2011）は，東京都心部におけるコンパクトマンションの供給動向を，メ
ジャーセブン2 の供給戦略から明らかにした。コンパクトマンションとは，専有面積が30～50 m2
程度でキッチンや水回りなどを充実させ居住性を高めたマンションであり，主な購入層は30～40
歳代の単身女性が多い傾向にあるという（久保・由井 2011）。コンパクトマンションは，結婚し
子供を産むという画一的なライフサイクルではなく，様々なライフスタイルが受け入れられるよう
になった近年，供給量を増やしている新しい形態のマンションである。都心や近郊に居住すること
を望む人々が増加したことと，都心の投資用マンションをコンパクトマンションとして売り出した
い供給側の思惑が合致して登場した。当初は単身女性をメインターゲットにしていたが，男性や核
家族世帯にも受け入れられるようになり，近年では様々な層をターゲットにしたコンパクトマンシ
ョンが供給されている。
以上のように，マンション供給は当初都心で優雅に暮らしたい人のための「デラックスマンショ
ン」が主流であったが，都市の水平的広がりの限界や地価の高騰，世帯・ライフスタイルの多様化
によって，マンションは立地する場所によってさまざまな間取りや価格を見せるようになり，近年
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では「都心居住」というひとつのライフスタイルを確立するまでにいたった。
. おわりに
ここまで地理学における住宅地研究の動向について，時代を追ってみてきた。本章では，それら
を踏まえて，人口減少，都市縮減の時代を迎えた今日，地方都市における住宅地研究を行うことの
意義を考察する。
地方都市における住宅地研究は，高度経済成長期以降に盛んになった大規模住宅地開発に関する
ものが多い。これらの研究は，住宅地の立地のみならず不動産資本の行動原理や開発プロセスを解
明しており，時代や地域の違いを超えて，こうした原理やプロセスが当てはまるのか検討を加える
ことは，今日的な課題である。また，大規模住宅地開発は都市の外延化を促進した重要な一部分で
あり，大規模住宅地の立地や形成過程を明らかにすることは，近年の住宅地や都市の変容を研究す
る上では重要な土台となっている。
また，これまでの研究は大都市圏や地方中枢都市を対象にしたものが多く，都市の規模が小さい
地方都市は敬遠されがちであり，県庁所在地レベルの地方都市を対象にした研究は千葉（1997，
1998，2000a，2000b）や伊藤（1997）など少数に限られる。これらの研究によると，地方都市に
おける住宅供給は，市場の小ささから大手民間企業による開発が少なく，公的主体による開発や地
元民間企業による開発が多いことが特徴であり，都市によってはほとんどが土地区画整理事業によ
るものである場合もある。
これらの研究は主に開発規模が20 ha 以上の住宅地を対象としているが，住宅供給は中小規模の
開発によるものが圧倒的に多いのが実情であり，市場規模が小さい地方都市では，中小の住宅地開
発が占める重要性は一層大きい。近年では，西山（2008，2009），西山・川口（2010）のようなミ
ニ開発に関する研究も現れるようになったが，これは住宅地開発に関する研究の中で見逃されてき
た中小規模の開発に焦点を当てた研究である。
一方，1980年以降はマンションの供給に関する研究が増加した。マンションに関する研究は，
大規模住宅地と同様に，大都市圏や地方中枢都市を念頭に置いたものが多い。バブル崩壊後は都心
部でのマンション建設が積極的に進められ，マンション居住が人々に積極的に受け入れられるよう
になり，そうした動向を受けてマンションに関する研究も増加した。地方都市におけるマンション
供給やマンション居住者の居住選好を扱った久保（2008），衰退した中心市街地で住機能を含めた
活性化が行われるべきという視点を示した大塚（2005）など，近年の都市構造の変化や都市問題
に寄り添った形での研究も現れるようになった。
こうした研究の動向を踏まえたとき，今後の地方都市の都市構造を把握し，現状や都市問題を考
えるという視点に立った場合，住宅地開発にどのようにアプローチすべきかを検討することで本稿
のまとめとする。
地方都市では，郊外のスプロールによる商業機能の郊外化と中心市街地の衰退や，建物のスクラ
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ップアンドビルドを繰り返すことによる財政負担の増加，通勤・通勤時間の増加など様々な問題が
起きている。それに加えて，近年では郊外の衰退や空き家問題が新たに発生し，地方都市は既存の
都市の空間構造を考え直さなくてはならなくなっている。地方都市における都市問題を解決する，
または空間構造を考え直すためには，地方都市に大きな影響を与えてきた住宅地開発の展開過程を
明らかにする必要がある。
これまでの住宅地開発の展開過程に関する研究は大都市を対象に，大規模住宅地開発が郊外の水
平的拡大に寄与したこと，バブル崩壊後の地価下落と住宅ニーズの多様化からマンション開発が都
心部で盛んに行われ，住宅地が垂直的拡大にも影響を与えたことを明らかにした。このような現象
は，都市の経済状況や人口変動・世帯構成などの需要を左右する要素，技術の進歩や地形的条件，
自治体による条例や要綱による規制など様々な要因を受けて起きている。また，地方都市は大都市
に比べて公的主体による開発が多く，開発規模も小さく，地元企業の存在感が大きい。このように
都市の抱える様々な要因や住宅供給の特徴は都市によって異なるため，都市の規模に合わせた研究
が行われるべきであるが，とりわけ地方都市では，中小規模の住宅地開発に着目して住宅地の展開
過程を明らかにしていく必要がある。
近年，地方都市の多くは人口減少により都市構造の再編を考えなくてはならない事態に直面して
いる。多くの自治体は住宅ストックの活用を図ることで空き家問題を解決し，コンパクトシティに
導こうとしている。この問題を解決するにはまず，これまでの都市構造や現状を正しく把握する必
要がある。住宅地開発の展開過程を明らかにすることで，都市空間に広く分布する居住機能の構造
を明らかにすれば，これらの問題に何らかの示唆を与えることが出来ると考える。
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